
登録部局が複数ある場合「別表のとおり」と記載し、別表を添付

令和　　　年　　　月　　　日 申請日

殿

別表のとおり 通知書右上の日付

○○○○○○○○○○ 10ケタ、各部局共通

住所・商号・代表者氏名は変更後の内容を記載

〒○○○－○○○○ 建設業法の住所

東京都〇〇区〇〇町〇-〇-〇

○○建設(株)

代表取締役 関東　次郎

下記のとおり変更があったので届出をします。 変更届の作成者の氏名・連絡先

千代田
チヨダ

　三郎
サブロウ

担当者氏名はフリガナを記載

〇〇-〇〇〇-〇〇〇〇
記

１．変更内容

変
ヘン

更
コウ

後
ゴ

住所
ジュウショ

TEL・FAX変更なし　　

代表者の役職

建設業許可の区分 〇〇知事許可（般-〇〇）第〇〇号 国土交通大臣許可（特-〇〇）第〇〇号

２．変更事項にかかる添付書類名 〒○○○－○○○○
履歴事項全部証明書 ○○県○○市○○町〇-〇-〇
添付書類は、提出日から遡って3ヶ月以内のもの ○○行政書士事務所　行政　太郎
変更届出書等の写しについては受領印があるものを提出 電話番号：〇〇〇-〇〇-〇〇〇〇

記載要領
１　本様式に収まらない場合には、裏面等に記載することとし、その旨を本様式の欄外に注記すること
２　契約中の案件がある場合には、上記２の欄に契約部局、契約番号、及び契約件名を添付書類と併せて記載してください。
３　「本店住所」、「商号又は名称」、「本店代表者の氏名」を変更する場合には、フリガナを付すること。

令和○○年○○月○○日

移転に伴う変更が生じない場合
「TEL・FAXの変更なし」と記載

本店の移転→移転日
代表者・役職の変更→就任日

代表取締役 令和○○年○○月○○日

行政書士が代理申請する場合は、欄外の余白に申請代理
人の住所、電話番号及び氏名を記載してください。
この場合、委任状が必要となります。

令和○○年○○月○○日

関東
カントウ

　次郎
ジロウ

変更前住所

TEL　○○-○○○○-○○○○
FAX　△△-△△△△－△△△△

代表取締役社長

代表者の氏名 関東　太郎

商号変更 (株)××建設 ○○建設
マルマルケンセツ

(株) 令和○○年○○月○○日

本店住所変更 〒○○○－△△△△ 〒○○○－○○○○　　　　 令和○○年○○月○○日

変　　更　　事　　項 変　　　　　　　更　　　　　　　前 変　　　　　　　更　　　　　　　後 変　更　年　月　日

担 当 者 電 話 番 号

一般競争（　指名競争　）参加資格申請書変更届　（　建設工事　）

登 録 部 局 名

関東地方整備局副局長 登 録 業 種 名

本店所在地を管轄する地方整備局へ提出

代　　表　　者　　氏　　名

担 当 者 氏 名

資 格 認 定 通 知 書 の

別表のとおり

住 所

商 号 又 は 名 称

認定年月日・業者コード

別表のとおり



登録部局が関東のみの場合、別表不要

令和　　　年　　　月　　　日 申請日

殿

令和○○年○○月○○日 通知書右上の日付

○○○○○○○○○○ 10ケタ、各部局共通

下記のとおり変更があったので届出をします。 住所・商号・代表者氏名は変更後の内容を記載

〒○○○－○○○○ 建設業法の住所

東京都〇〇区〇〇町〇-〇-〇

○○建設(株)

代表取締役 関東　次郎

下記のとおり変更があったので届出をします。 変更届の作成者の氏名・連絡先

千代田
チヨダ

　三郎
サブロウ

担当者氏名はフリガナを記載

〇〇-〇〇〇-〇〇〇〇
記

１．変更内容

〒〇〇〇－△△△△ 〒〇〇〇－〇〇〇〇

千葉県千葉市〇〇区○-○-○ 千葉県千葉市〇〇区△-△-△

TEL・FAX変更なし　

　

愛知支店　　〒０００－００００

愛知県名古屋市〇区□-□-□

２．変更事項にかかる添付書類名 〒○○○－○○○○
建設業許可関係の変更届出書（第一面、第二面）の写し ○○県○○市○○町〇-〇-〇
添付書類は、提出日から遡って3ヶ月以内のもの ○○行政書士事務所　行政　太郎
変更届等の写しについては受領印があるものを提出 電話番号：〇〇〇-〇〇-〇〇〇〇

記載要領
１　本様式に収まらない場合には、裏面等に記載することとし、その旨を本様式の欄外に注記すること
２　契約中の案件がある場合には、上記２の欄に契約部局、契約番号、及び契約件名を添付書類と併せて記載してください。
３　「本店住所」、「商号又は名称」、「本店代表者の氏名」を変更する場合には、フリガナを付すること。

行政書士が代理申請する場合は、欄外の余白に申請代理
人の住所、電話番号及び氏名を記載してください。
この場合、委任状が必要となります。

営業所の新設

営業区域：23愛知県

TEL　〇〇〇-〇〇〇-〇〇〇〇
FAX　〇〇〇-〇〇〇-〇〇〇〇

-

営業区域はコード番号（手引き参照）と県名を記載

令和○○年○○月○○日

TEL　〇〇〇-〇〇〇-〇〇〇〇

FAX　〇〇〇-〇〇〇-〇〇〇〇

移転に伴う変更が生じない場
合「TEL・FAXの変更なし」と記
載

営業所の名称及び住所 千葉営業所　 千葉支店 令和○○年○○月○○日

変　　更　　事　　項 変　　　　　　　更　　　　　　　前 変　　　　　　　更　　　　　　　後 変　更　年　月　日

商 号 又 は 名 称

代　　表　　者　　氏　　名

担 当 者 氏 名

担 当 者 電 話 番 号

本店所在地を管轄する地方整備局へ提出 資 格 認 定 通 知 書 の

認定年月日 ・業者コード

住 所

一般競争（　指名競争　）参加資格申請書変更届　（　建設工事　）

登 録 部 局 名 関東地方整備局

関東地方整備局副局長 登 録 業 種 名
空港等土木工事、港湾土木工事、港湾しゅんせつ工事、空
港等舗装工事、港湾等鋼構造物工事



登録部局が複数ある場合「別表のとおり」と記載し、別表を添付

令和　　　年　　　月　　　日 申請日

殿

別表のとおり 通知書右上の日付

○○○○○○○○○○ 10ケタ、各部局共通

住所・商号・代表者氏名は変更後の内容を記載

〒○○○－○○○○ 建設業法の住所

東京都〇〇区〇〇町〇-〇-〇

○○建設(株)

代表取締役 関東　次郎

下記のとおり変更があったので届出をします。 変更届の作成者の氏名・連絡先

千代田
チヨダ

　三郎
サブロウ

担当者氏名はフリガナを記載

〇〇-〇〇〇-〇〇〇〇
記

１．変更内容

役員の兼任の追加と削除

２．変更事項にかかる添付書類名 〒○○○－○○○○
○○県○○市○○町〇-〇-〇
○○行政書士事務所　行政　太郎
電話番号：〇〇〇-〇〇-〇〇〇〇

記載要領
１　本様式に収まらない場合には、裏面等に記載することとし、その旨を本様式の欄外に注記すること
２　契約中の案件がある場合には、上記２の欄に契約部局、契約番号、及び契約件名を添付書類と併せて記載してください。
３　「本店住所」、「商号又は名称」、「本店代表者の氏名」を変更する場合には、フリガナを付すること。

行政書士が代理申請する場合は、欄外の余白に申請代理
人の住所、電話番号及び氏名を記載してください。
この場合、委任状が必要となります。

業態調書　別紙様式③-1　変更後参照 令和○○年○○月○○日
建設業許可番号を持つ会社に兼任の場合記載

「追加」や「削除」は内容に合わせて記載 様式③-１を提出（変更前、変更後）

業態調書　別紙様式③-1　変更前参照 業態調書　別紙様式③-1　変更後参照 令和○○年○○月○○日

建設業許可番号を持つ会社を記載

業態調書　別紙様式③-1　変更前参照

親会社の追加 業態調書　別紙様式③-1　変更前参照 業態調書　別紙様式③-1　変更後参照 令和○○年○○月○○日

建設業許可にかかわらず記載

子会社の追加

変　　更　　事　　項 変　　　　　　　更　　　　　　　前 変　　　　　　　更　　　　　　　後 変　更　年　月　日

商 号 又 は 名 称

代　　表　　者　　氏　　名

担 当 者 氏 名

担 当 者 電 話 番 号

本店所在地を管轄する地方整備局へ提出 資 格 認 定 通 知 書 の

認定年月日 ・業者コード

住 所

一般競争（　指名競争　）参加資格申請書変更届　（　建設工事　）

登 録 部 局 名 別表のとおり

関東地方整備局副局長 登 録 業 種 名 別表のとおり



別表 登録部局が複数ある場合に添付

商号又は名称： ○○建設(株)
登録部局名（港湾空港関係） 資格決定通知書に記載されている登録業種名 資格決定通知書右上の日付 港湾空港関係各部局共通、左詰め、10ケタ

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

宛先　〒231-8436

封筒には朱書きで「変更届在中」と記載 神奈川県横浜市中区北仲通5-57　横浜第2合同庁舎

国土交通省　関東地方整備局　総務部　経理調達課　宛

メールによる申請の場合は「申請書の手引き」をご確認ください。

https://www.mlit.go.jp/page/kanbo01_hy_003654.html

届はクリップでまとめる

九州地方整備局
空港等土木工事、港湾土木工事、港湾しゅんせつ工
事、空港等舗装工事、港湾等鋼構造物工事 令和○○年○○月○○日

中国地方整備局
空港等土木工事、港湾土木工事、港湾しゅんせつ工
事、空港等舗装工事、港湾等鋼構造物工事 令和○○年○○月○○日

四国地方整備局
空港等土木工事、港湾土木工事、港湾しゅんせつ工
事、空港等舗装工事、港湾等鋼構造物工事 令和○○年○○月○○日

中部地方整備局
空港等土木工事、港湾土木工事、港湾しゅんせつ工
事、空港等舗装工事、港湾等鋼構造物工事 令和○○年○○月○○日

近畿地方整備局
空港等土木工事、港湾土木工事、港湾しゅんせつ工
事、空港等舗装工事、港湾等鋼構造物工事 令和○○年○○月○○日

関東地方整備局
空港等土木工事、港湾土木工事、港湾しゅんせつ工
事、空港等舗装工事、港湾等鋼構造物工事 令和○○年○○月○○日

北陸地方整備局
空港等土木工事、港湾土木工事、港湾しゅんせつ工
事、空港等舗装工事、港湾等鋼構造物工事 令和○○年○○月○○日

登録部局名 登録工事種別 認定年月日 業者コード

東北地方整備局
空港等土木工事、港湾土木工事、港湾しゅんせつ工
事、空港等舗装工事、港湾等鋼構造物工事 令和○○年○○月○○日

資格決定通知書（港湾空港関係）を参考に、

認定を受けている登録工事種別・認定年月日・業者コードを記載 両面印刷不可



登録部局が複数ある場合「別表のとおり」と記載し、別表を添付

令和　　　年　　　月　　　日 申請日 別表のとおり

殿 別表のとおり

別表のとおり

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇　 10ケタ、各部局共通

住所・商号・代表者氏名は変更後の内容を記載

〒○○○－○○○○

東京都〇〇区〇〇町〇-〇-〇

〇〇測量(株)

代表取締役 関東　次郎

下記のとおり変更があったので届出をします。 変更届の作成者の氏名・連絡先

千代田
チヨダ

　三郎
サブロウ

担当者氏名はフリガナを記載

〇〇-〇〇〇-〇〇〇〇
記

１．変更内容

〇〇測量(株)
マルマルソクリョウ

変更後住所
ヘンコウゴジュウショ

TEL・FAX変更なし

２．変更事項にかかる添付書類名 〒123-4567
履歴事項全部証明書 〇〇県〇〇市〇〇1-1-1
添付書類は、提出日から遡って3ヶ月以内のもの 〇〇行政書事務所　行政　太郎
変更届出書等の写しについては受領印があるものを提出 TEL：〇〇-〇〇〇-〇〇〇〇

記載要領
１　本様式に収まらない場合には、裏面等に記載することとし、その旨を本様式の欄外に注記すること
２　契約中の案件がある場合には、上記２の欄に契約部局、契約番号、及び契約件名を添付書類と併せて記載してください。
３　「本店住所」、「商号又は名称」、「本店代表者の氏名」を変更する場合には、フリガナを付すること。

変　　更　　事　　項 変　　　　　　　更　　　　　　　前 変　　　　　　　更　　　　　　　後 変　更　年　月　日

担 当 者 電 話 番 号

認定年月日 ・業者コード

住 所

商 号 又 は 名 称

担 当 者 氏 名

〒〇〇〇-〇〇〇〇 令和○○年○○月○○日

一般競争（　指名競争　）参加資格申請書変更届　（　測量・建設コンサルタント等業務　）

登 録 部 局 名

関東地方整備局副局長 登 録 業 種 名

代　　表　　者　　氏　　名

資 格 認 定 通 知 書 の本店所在地を管轄する地方整備局へ提出

代表者の役職 代表取締役社長 代表取締役 令和○○年○○月○○日

移転に伴う変更が生じ
ない場合「TEL・FAXの
変更なし」と記載

商号変更 (株)××測量 令和○○年○○月○○日

本店住所変更 〒○○○－△△△△

代表者の氏名 関東　太郎 関東
カントウ

　次郎
ジロウ

令和○○年○○月○○日

行政書士が代理申請する場合は、欄外の余白に申請代理
人の住所、電話番号及び氏名を記載してください。
この場合、委任状が必要となります。

変更前住所 登記の場合
本店の移転→移転日
代表者・役職の変更→就任日TEL　○○-○○○○-○○○○

FAX　△△-△△△△－△△△△



登録部局が関東のみの場合、別表不要

令和　　　年　　　月　　　日 申請日 関東地方整備局

殿 測量・調査、建設コンサルタント等

令和〇〇年〇〇月〇〇日 通知書右上の日付

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇　 10ケタ、各部局共通

住所・商号・代表者氏名は変更後の内容を記載

〒○○○－○○○○

東京都〇〇区〇〇町〇-〇-〇

〇〇測量(株)

代表取締役 関東　次郎

下記のとおり変更があったので届出をします。 変更届の作成者の氏名・連絡先

千代田
チヨダ

　三郎
サブロウ

担当者氏名はフリガナを記載

〇〇-〇〇〇-〇〇〇〇
記

１．変更内容

TEL・FAX変更なし

営業区域はコード番号（手引き参照）と県名を記載

２．変更事項にかかる添付書類名 〒123-4567
法人設立（異動）届等の申告書の写し 〇〇県〇〇市〇〇1-1-1
添付書類は、提出日から遡って3ヶ月以内のもの 〇〇行政書事務所　行政　太郎
変更届出書等の写しについては受領印があるものを提出 TEL：〇〇-〇〇〇-〇〇〇〇

記載要領
１　本様式に収まらない場合には、裏面等に記載することとし、その旨を本様式の欄外に注記すること
２　契約中の案件がある場合には、上記２の欄に契約部局、契約番号、及び契約件名を添付書類と併せて記載してください。
３　「本店住所」、「商号又は名称」、「本店代表者の氏名」を変更する場合には、フリガナを付すること。

代　　表　　者　　氏　　名

担 当 者 氏 名

変　　更　　事　　項

本店所在地を管轄する地方整備局へ提出

認定年月日 ・業者コード

住 所

商 号 又 は 名 称

担 当 者 電 話 番 号

千葉営業所　　〒〇〇〇－△△△△ 千葉支店　〒〇〇〇－〇〇〇〇 令和○○年○○月○○日

一般競争（　指名競争　）参加資格申請書変更届　（　測量・建設コンサルタント等業務　）

登 録 部 局 名

関東地方整備局副局長 登 録 業 種 名

資 格 認 定 通 知 書 の

営業所の名称・住所変更

TEL　○○-○○○○-○○○○
FAX　△△-△△△△－△△△△

変　　　　　　　更　　　　　　　前 変　　　　　　　更　　　　　　　後 変　更　年　月　日

移転に伴う変更が生じない場合
「TEL・FAXの変更なし」と記載

愛知県名古屋市〇〇区〇-〇-〇申請を希望する部局と常時契約を締結す
る本店又は支店等営業所のみ登録

千葉県千葉市〇〇区△-△-△ 千葉県千葉市〇〇区〇-〇-〇

行政書士が代理申請する場合は、欄外の余白に申請代理
人の住所、電話番号及び氏名を記載してください。
この場合、委任状が必要となります。

営業区域：23愛知県

TEL　○○-○○○○-○○○○
FAX　△△-△△△△－△△△△

営業所の新設 名古屋支店　　〒０００－００００ 令和○○年○○月○○日

－



登録部局が複数ある場合「別表のとおり」と記載し、別表を添付

令和　　　年　　　月　　　日 申請日 別表のとおり

殿 別表のとおり

別表のとおり

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇　 10ケタ、各部局共通

住所・商号・代表者氏名は変更後の内容を記載

〒○○○－○○○○

東京都〇〇区〇〇町〇-〇-〇

〇〇測量(株)

代表取締役 関東　次郎

下記のとおり変更があったので届出をします。 変更届の作成者の氏名・連絡先

千代田
チヨダ

　三郎
サブロウ

担当者氏名はフリガナを記載

〇〇-〇〇〇-〇〇〇〇
記

１．変更内容

２．変更事項にかかる添付書類名 〒123-4567
〇〇県〇〇市〇〇1-1-1
〇〇行政書事務所　行政　太郎
TEL：〇〇-〇〇〇-〇〇〇〇

記載要領
１　本様式に収まらない場合には、裏面等に記載することとし、その旨を本様式の欄外に注記すること
２　契約中の案件がある場合には、上記２の欄に契約部局、契約番号、及び契約件名を添付書類と併せて記載してください。
３　「本店住所」、「商号又は名称」、「本店代表者の氏名」を変更する場合には、フリガナを付すること。

一般競争（　指名競争　）参加資格申請書変更届　（　測量・建設コンサルタント等業務　）

登 録 部 局 名

関東地方整備局副局長 登 録 業 種 名

資 格 認 定 通 知 書 の本店所在地を管轄する地方整備局へ提出

認定年月日 ・業者コード

住 所

商 号 又 は 名 称

代　　表　　者　　氏　　名

担 当 者 氏 名

変　　更　　事　　項 変　　　　　　　更　　　　　　　前 変　　　　　　　更　　　　　　　後 変　更　年　月　日

担 当 者 電 話 番 号

親会社の追加 業態調書　別紙様式2　変更前参照 業態調書　別紙様式2　変更後参照 令和○○年○○月○○日

子会社等の追加と削除 業態調書　別紙様式2　変更前参照 業態調書　別紙様式2　変更後参照 令和○○年○○月○○日

行政書士が代理申請する場合は、欄外の余白に申請代理
人の住所、電話番号及び氏名を記載してください。
この場合、委任状が必要となります。

役員の兼任に関する事項の削除 業態調書　別紙様式2　変更前参照 業態調書　別紙様式2　変更後参照 令和○○年○○月○○日

「追加」や「削除」は内容に合わせて記載 様式2を提出（変更前、変更後）



別表 登録部局が複数ある場合に添付

商号又は名称： ○○測量(株)
登録部局名（港湾空港関係） 資格決定通知書に記載されている登録業種名 資格決定通知書右上の日付 港湾空港関係各登録部局共通、左詰め、10ケタ

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

封筒には朱書きで「変更届在中」と記載 宛先　〒231-8436
神奈川県横浜市中区北仲通5-57　横浜第2合同庁舎
国土交通省　関東地方整備局　総務部　経理調達課　宛

メールによる申請の場合は「申請書の手引き」をご確認ください。

https://www.mlit.go.jp/page/kanbo01_hy_003654.html

届はクリップでまとめる

九州地方整備局 測量・調査、建設コンサルタント等 令和〇〇年〇〇月〇〇日

中国地方整備局 測量・調査、建設コンサルタント等 令和〇〇年〇〇月〇〇日

四国地方整備局 測量・調査、建設コンサルタント等 令和〇〇年〇〇月〇〇日

中部地方整備局 測量・調査、建設コンサルタント等 令和〇〇年〇〇月〇〇日

近畿地方整備局 測量・調査、建設コンサルタント等 令和〇〇年〇〇月〇〇日

関東地方整備局 測量・調査、建設コンサルタント等 令和〇〇年〇〇月〇〇日

北陸地方整備局 測量・調査、建設コンサルタント等 令和〇〇年〇〇月〇〇日

登録部局名 登録業種名 認定年月日 業者コード

東北地方整備局 測量・調査、建設コンサルタント等 令和〇〇年〇〇月〇〇日

資格決定通知書（港湾空港関係）を参考に、

認定を受けている登録業種別・認定年月日・業者コードを記載 両面印刷不可


